
 令 和 ３ 年 ３ 月  
交 付 税 課 

 地方団体から申出のあった交付税の算定方法に関する

 意見の処理について 【地方交付税法第 17条の 4】

１ 意見の提出数（令和２年８月以降） 

項目数 件数 

法律事項 

都道府県分 78 221 

市町村分 40 64 

計 118 285 

２ 法律事項に係る意見の処理について

１１８項目（２８５件）のうち８５項目（２１９件）（別紙「処理状況」欄に※を付したもの）

について意見の趣旨を踏まえ算定方法の改正等を行う。 

【意見の趣旨を踏まえて算定方法の改正等を行う主な例】 

○ 地方交付税の総額確保 １５項目（５０件） 

○ 新型コロナウイルス感染症による影響を踏まえた

減収補塡債対象税目の追加 １３項目（４８件） 

○ 国勢調査人口を測定単位とする費目の適正な算定  ２項目（ ２件） 

○ ＧＩＧＡスクール構想により整備される

ＩＣＴ機器等の維持・更新費用の算入 ２項目（１０件） 

○ 新型コロナウイルス感染症による影響を踏まえた

保健所体制の強化、感染症対策に要する経費の算入 ２項目（ ２件）

○ 地域社会再生事業費の継続 １項目（ ９件） 





費 目 提出団体 内 容 処理状況

総括的事項 広島県 地方交付税の法定率の引き上げ及び臨時財政対策債償還費の別枠確保 ※

高知県 地方交付税総額の確保と臨時財政対策債の縮減について ※

大分県 地方一般財源総額の確保・充実 ※

群馬県
会計年度任用職員制度への移行に伴う所要額の適正な算入（昇給制度など
による移行２年目以降の増加経費）

※

福井県 会計年度任用職員制度の導入等に伴う地方財政措置 ※

兵庫県 会計年度任用職員制度に伴う財政負担への適切な財政措置 ※

香川県 会計年度任用職員制度の導入に伴う所要額の適切な算入について ※

群馬県

兵庫県

島根県 臨時財政対策債償還費の別枠の確保 ※

警察費 栃木県

群馬県

千葉県

富山県

福井県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

徳島県

香川県

長崎県

土木費総括 北海道 公共土木施設の維持管理に要する経費の充実 ※

河川費 大阪府 河川維持管理経費及び河川・砂防施設改良費の単位費用への適切な算入 ※

長崎県 河川費に係る算定方法の見直しについて

港湾費 岩手県 水門・陸閘の自動閉鎖システムの整備に伴う維持管理費等に対する財政措置

宮城県
Ｌ１防潮堤建設に伴い新たに発生する陸閘・水門等の管理費・更新費
（東日本大震災以降整備した海岸防潮堤，陸閘・水門に係る管理費用の財政措置）

その他の土木費 広島県 放置艇対策事務に要する経費に係る交付税措置

教育費総括 栃木県

群馬県

千葉県

富山県

福井県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

警察官給与の算入単価の引上げ ※

※一般行政職員給与費の適正な算入

※
教職員給与費の引上げ
（小学校費、中学校費、高等学校費、特別支援学校費）



費 目 提出団体 内 容 処理状況

教育費総括 和歌山県

岡山県

徳島県

香川県

長崎県

鹿児島県

高等学校費 北海道 高等学校費における学校規模・区分に応じた需要の適切な反映

岐阜県

愛知県

福岡県

沖縄県

兵庫県 情報通信設備維持管理費の適切な算定 ※

鳥取県 高等学校費における需要の適切な反映

福岡県 高等学校の空調設備にかかる維持管理費の普通交付税措置

佐賀県 特別支援教育支援員に係る単位費用の拡充 ※

特別支援学校費 福岡県 特別支援学校におけるスクールバス運行経費の見直し

兵庫県 情報通信設備維持管理費の適切な算定 ※

その他の教育費 佐賀県 高等専修学校に係る経費の適切な算入

厚生労働費総括 神奈川県 社会保障の充実に係る経費の適正な算定 ※

京都府 社会保障制度への適切な地方財政措置 ※

大阪府 社会保障制度への適切な地方財政措置 ※

兵庫県
消費税引上げによる歳入の増加分に見合う歳出の地方財政計画への適切な
積み上げ

※

社会福祉費 岩手県

茨城県

栃木県

群馬県

千葉県

福井県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

徳島県

香川県

愛媛県

鹿児島県

千葉県 幼児教育の無償化に係る地方財政措置

千葉県 児童相談所・一時保護所運営に係る算入経費の充実 ※

福岡県 児童相談所一時保護所費の単位費用の充実 ※

衛生費 岩手県

茨城県

栃木県

千葉県

香川県

地方単独の医療費助成に要する経費の基準財政需要額への算入

高等学校の空調施設に係る維持管理費の単位費用措置

地方単独の医療費助成に要する経費の基準財政需要額への算入

※
教職員給与費の引上げ
（小学校費、中学校費、高等学校費、特別支援学校費）



費 目 提出団体 内 容 処理状況

衛生費 愛媛県

鹿児島県

沖縄県

岩手県

山形県

茨城県

千葉県

沖縄県

群馬県
新型コロナウイルス感染症対応における公立病院の役割を踏まえた病院事業
会計への繰出金に係る経費の算定額の拡充

大阪府 都道府県立病院会計への繰出金等に係る単位費用の見直し ※

奈良県 密度補正Ⅰ（人口密度の大小による保健所数の逓増を勘案）の廃止

徳島県 「アフターコロナ時代」を見据えた保健所の体制強化に係る経費の充実 ※

宮崎県
新型コロナウイルス感染症により増大した感染症等対策費の適切な算入につ
いて

※

林野行政費 兵庫県 有害鳥獣対策に要する経費の適切な算入について ※

商工行政費 大分県 小規模事業経営支援事業費補助金に対する確実な交付税措置

臨時費目 山形県 人口減少団体へ配慮した地方交付税の配分 ※

岐阜県 「まち・ひと・しごと創生事業費」の拡充・継続 ※

北海道

青森県

秋田県

新潟県

長野県

鳥取県

島根県

徳島県

高知県

包括算定経費 北海道
面積と相関度が高い経費の適切な算入
（建設事業費、総合事務所費等の包括算定経費（面積）への移行）

※

青森県 投資的経費に係る財政需要 ※

岩手県
面積に相関度が高い経費の適切な算入
（総合事務所費や職員費等の包括算定経費（面積）への移行）

※

秋田県
面積に相関度が高い経費の適切な算入
（総合事務所費や職員費等の包括算定経費（面積）への移行）

※

群馬県 包括算定経費の適切な算定及び総額の確保について ※

神奈川県 包括算定経費の適切な算定について ※

石川県 包括算定経費の適切な算入及び予見可能性の確保 ※

大阪府 河川維持管理経費及び河川・砂防施設改良費の単位費用への適切な算入 ※

兵庫県 包括算定経費の適切な算入 ※

兵庫県 情報通信設備維持管理費の適切な算定 ※

香川県 包括算定経費（人口）の単位費用の適切な積算 ※

高知県 情報管理等費における都道府県・市町村の配分割合の見直し ※

長崎県 包括算定経費の適切な算入及び総額の確保 ※

臨時財政対策債 神奈川県 臨時財政対策債への振替制度の抜本的見直し ※

長野県

岐阜県
※

地方単独の医療費助成に要する経費の基準財政需要額への算入

※

臨時財政対策債に頼らない地方交付税制度の運営

地域社会再生事業費の継続 ※

県立病院会計に対する繰出金等に係る単位費用及び補正係数の見直し



費 目 提出団体 内 容 処理状況

臨時財政対策債 愛媛県 臨時財政対策債への振替制度の抜本的見直し ※

静岡県 地方財源不足の解消に係る抜本的な見直し ※

＜基準財政収入額に係るもの＞

税 目 提出団体 内 容 処理状況

東日本大震災に
係る特例加算額

東京都 東日本大震災に係る特例加算額の都に対する適用の除外

所得割 北海道 基準財政収入額における精算制度及び減収補塡債制度の対象税目の拡大 ※

千葉県

兵庫県

兵庫県 ふるさと納税ワンストップ特例制度により減収となる所得税相当分の補塡措置の導入

配当割 北海道 基準財政収入額における精算制度及び減収補塡債制度の対象税目の拡大 ※

株式等譲渡所得割 北海道 基準財政収入額における精算制度及び減収補塡債制度の対象税目の拡大 ※

地方消費税 北海道 基準財政収入額における精算制度及び減収補塡債制度の対象税目の拡大 ※

富山県 減収補填制度の導入 ※

福岡県

鹿児島県

茨城県

埼玉県

石川県

福井県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

徳島県

大分県

千葉県

愛媛県

高知県

佐賀県

長崎県

岡山県 減収補填債の対象税目への追加 ※

不動産取得税 兵庫県 不動産取得税における精算制度及び減収補塡債制度の導入 ※

大阪府 地方消費税等に係る減収補填債制度の拡充 ※

軽油引取税 富山県 減収補塡債制度の導入 ※

石川県 地方消費税及び軽油引取税の減収補てん債制度の導入 ※

兵庫県 軽油引取税及び自動車税環境性能割における精算制度及び減収補てん債制度の導入 ※

自動車税 富山県 減収補塡債制度の導入 ※

兵庫県 軽油引取税及び自動車税環境性能割における精算制度及び減収補てん債制度の導入 ※

地方消費税に係る精算制度及び減収補てん債制度の導入 ※

道府県民税所得割に係る精算制度及び減収補填債制度の導入

※

新型コロナウイルス感染症対策としての減収補塡債対象税目の追加

地方消費税に係る精算制度及び減収補塡債制度の導入

※





費 目 提 出 団 体 内 容 処理状況

臨時財政対策債 北海道旭川市 臨時財政対策債の廃止 ※

千葉県佐倉市
臨時財政対策債の廃止及び過年度発行分の臨時財政対策債元利償還金の
全額保障

※

東京都八王子市
財政需要の的確な反映及び国税4税の法定率の引上げによる交付税総額の
確保と臨時財政対策債の廃止

※

東京都国立市 臨時財政対策債の廃止及び元利償還金の実額保障 ※

＜基準財政収入額に係るもの＞
税 目 提出団体 内 容 処理状況

収入総括 大阪府大阪市
地方法人税創設に伴う法人税割減収額の基準財政需要額への適切な算入に
ついて

所得割 京都府京都市 精算制度及び減収補填債制度の導入 ※

神奈川県横須賀市
市民税所得割及び地方消費税交付金の精算制度及び減収補填債制度への
追加

※

千葉県船橋市

千葉市四街道市

愛知県名古屋市 ふるさと納税による寄附金収入の基準財政収入額への算入について

奈良県 基準財政収入額の算定に係るふるさと納税の取扱いについて

奈良県奈良市
イベントを中止等した主催者に対する払戻請求権を放棄した者への寄附金税
額控除に係る基準財政収入額への算入

事業所税 大阪府大阪市

大阪府守口市

京都府京都市

広島県広島市

地方消費税交付金 神奈川県横須賀市
市民税所得割及び地方消費税交付金の精算制度及び減収補填債制度への
追加

※

北海道帯広市

宮城県仙台市

神奈川県横浜市

静岡県静岡市

兵庫県尼崎市

京都府京都市

広島県広島市

奈良県

東京都武蔵村山市

滋賀県近江八幡市

配当割交付金
株式等譲渡所得
割交付金

事業所税の基準財政収入額への不算入あるいは現行制度における収入見合
いの基準財政需要額への全額算入

※

新型コロナウイルス感染症による減収にかかる基準財政収入額での補てん措
置について

※

配当割交付金・株式等譲渡所得割交付金における精算制度及び減収補塡制度の拡充 ※

ふるさと納税ワンストップ特例制度により減収となる所得税相当分の補塡措置

地方消費税交付金における精算制度及び減収補塡制度の拡充 ※

地方消費税交付金における減収補填制度の拡充 ※




